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令和２年７月２０日 

全国中小企業団体中央会 

 

中小企業団体の共同施設を使用する組合員の家賃支援給付金 

の申請における取扱いについて（ガイドライン） 

 

家賃支援給付金の給付額の算定根拠となりうると考えられる、賃貸借契約でない契約や

行政処分（以下「非典型契約」という。）について、全国規模で組織される業界団体等

は、非典型契約によって使用及び収益が認められることが常態である土地又は建物（その

使用及び収益の形態に鑑みこれらに類するものを含む。以下同じ。）を所有し若しくは管

理し、又は使用し及び収益する実情を踏まえたガイドラインを策定し、家賃支援給付金事

務局に提出することができることになっている。 

 全国中小企業団体中央会は、組合等連携組織における全国規模の組織であることから、

中小企業団体（中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号。）第３条

第１項に規定する中小企業団体。以下「組合」という。）の共同施設を使用する組合員

（連合会の共同施設を使用する会員組合を含む。以下同じ。）との間で発生する非典型契

約について、本ガイドラインを策定する。 

 

１．組合の共同施設を使用する組合員と組合における契約関係が、「事業用途の土地又は

建物に関する賃貸借契約」によらない場合であっても、以下の全ての要素を含む場合

には、令和２年度補正予算に基づき措置された「家賃支援給付金」の申請において、

給付対象となる土地・建物賃貸借契約と類似の契約であると考えられる。 

 

① 土地・建物を使用・収益させる債務の存在 

   組合が、組合の共同施設を使用する組合員に対して負う債務の中には、前者が使用

権限を有する「共同施設」を、後者に対して一定の期間、継続して使用・収益（以下

「使用等」という。）させる債務が存在していること。 

② 対価たる金銭の支払い債務 

   上記の使用等に対する対価として、組合の共同施設を使用する組合員は、組合に対

し、金銭を支払う債務を負っていること。 

③ その他の条件 

・ 上記①及び②について、組合と組合の共同施設を使用する組合員との間で取り

交わされる施設使用契約書又はその他の書面により証明することができるこ

と。 

・ 組合の共同施設を使用する組合員が、当該施設の一区画を直接占有し、事業の

ために使用及び収益するものであること（組合の共同施設を使用する組合員

が、当該施設の一部を他人に継続的に使用させることで収益を得る事業に供し

ている部分を除く。） 

・ 組合の共同施設を使用する組合員による当該施設の使用等が継続的に行われる

ものであること（特定の日又は時間のみ使用及び収益するなどの一時的な使用

等でないこと）。 

・ 契約の終了時に、組合の共同施設を使用する組合員が使用し収益する当該施設

の一区画を組合に返還するものであること。 
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２．上記１．の契約に基づき支払われる金銭のうち、家賃支援給付金給付規程（中小法人

等向け）又は同（個人事業主等向け）第５条の定める「賃料等」に相当する金額は、

以下のとおりとする。 

 

○ 施設使用契約書又はその他の書面により確認できる組合の共同施設を使用する組合員

が、組合に対し支払う金銭のうち、「土地・建物の使用及び収益の対価として支払う

もの及び土地等の使用等の対価と不可分であると認められる土地等の使用等に付随し

て発生する費用」の月額相当分の額が給付の対象となる。 

○ 具体的には、組合の総会において決議した「経費の賦課及び徴収の方法」に基づき、

組合の共同施設を使用する組合員が組合に対し支払う面積割や区画割等の不動産を基

準としている賦課金や施設使用料の月額相当分の額がこれに該当する。 

 

＜補足＞ 

（１）以下に掲げるものについては、「賃料等」に相当する金額に該当しない。 

 

イ 賦課金や施設使用料という名称であっても、面積割や区画割等の不動産を基準

としていない賦課方法（単純な均等割、売上割、人数割、利用分量割等）により

発生する金銭については、「賃料等」に相当する金額に該当しない。 

ロ 販売促進賦課金、運営預り金、ポイント負担金など、土地等の使用等の対価と

不可分であると認められる土地等の使用等に付随して発生する費用に該当しない

もの及び面積割や区画割等の不動産を基準とした賦課方法であっても、預り金や

建設協力金のように組合に預託している金銭については、「賃料等」に相当する

金額に該当しない。 

ハ 団地組合等による高度化事業による借入金償還に係る組合員負担分について

は、「自ら営む事業のために占有している土地・建物の使用対価として支払う金

銭」であると外形的には見えるが、当該借入金が完済した場合に所有権が個々の

組合員に移転する場合、実質的には、給付対象外とされている「借入れにより、

土地・建物を購入し、その返済をしながら、事業を営むケース」と同等であり給

付の対象とするのは適当ではない。そのため、高度化事業による借入金償還に係

る組合員負担分のうち、組合による借入金償還後、個々の組合員に所有権が移転

するものは、「賃料等」に相当する金額に該当しない。 

 

（２）上記「賃料等」に相当する金額についての名称は、組合によって異なるが、以下

のような名称で組合の共同施設を使用する組合員に対し請求している。 

「賃料等に相当する金額についての名称（例）」 

地代、地代家賃、家賃地代、店舗家賃、共同店舗家賃、組合家賃、協同組合家

賃、土地賃貸料、土地建物賃貸料、施設土地賃貸料、建物賃借料、工場賃貸料、

賃室料、売場賃料、シャーシ置場・賃貸料、定期賃貸料、倉庫賃貸料、賃料賦

課金、地代賦課金、施設賦課金、建物賦課金、面積割賦課金、営業面積比率賦

課金、面積賦課金、管理賦課金、設備管理賦課金、施設管理賦課金、店舗管理

賦課金、店舗賦課金、施設運営賦課金、施設利用賦課金、店舗利用賦課金、 

施設維持賦課金、建設賦課金、特別返済賦課金［面積割］、駐車場賦課金、 
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事業事務管理費（Ａ） [均等割［店舗面積］＊]、（Ｂ）［面積割］、 

管理運営賦課金（Ａ）［均等割［店舗面積］＊］、（Ｂ）［面積割］、 

賦課金（Ａ）［均等割［店舗面積］＊］、（Ｂ）［面積割］、 

一般賦課金（Ａ）［均等割［店舗面積］＊］、（Ｂ）［面積割］、 

＊均等割［店舗面積］：店舗面積に応じた均等割イメージ 

 ［店舗面積 10坪以下 ●万円、10坪超～20坪以下 ●万円、20坪超 ●万円］ 

賦課金［面積割］、協同組合賦課金［面積割］、特別賦課金［面積割］、 

賦課金［区画割］、賦課金［坪割］、賦課金［㎡割］、賦課金［差等面積割］、 

賦課金［敷地割］、協同組合会費［面積割］、組合会費［面積割］、負担金 

［面積割］、運営賦課金［面積割］、共益賦課金［面積割］、共益費［面積割］、 

共同管理費［面積割］、共益費用［店舗面積当り］、共同事務所共益料、 

共益金［面積割］、共益分担金、負担金、施設使用負担金、管理運営負担金、

固定資産税負担金、防犯灯利用負担金、施設使用料［売場面積当り］、共同施

設利用料、施設管理料、組合員共設使用料、共同事務所使用料、設備利用料、

組合員利用料［坪当たり］、使用料、敷地使用料、土地使用料、常設小間料、

荷捌所使用料、スペース料、倉庫料、保管料、冷蔵施設使用料［㎡当たり］、

駐車場使用料、車庫使用料、共同駐車場賃料、上屋利用料、不動産リース料、

店舗利用料、店舗使用料、共同店舗利用料、入店者店舗使用料 

 

（３）家賃支援給付金給付規程（中小法人向け）又は同（個人事業主等向け）第５条第３

項において、賃貸人等と申請者との関係が同項第１号から第４号までのいずれかであ

る場合には、「賃料等」に含めない旨の規定がある。組合の共同施設の賃貸人は一般

的には当該組合の代表理事であるが、代表理事が組合員である場合、賃貸人と申請者

が同一となる場合もあり得るが、組合員の持つ議決権は出資額に拠らず平等であり、

代表理事と申請者が同一であったとしても当該代表理事が組合を支配しているわけで

はないことから、同項の規定には該当しないものと考えられる。 

 

３．組合の共同施設を使用する組合員であって、組合との契約関係が、「事業用途の土地

又は建物に関する賃貸借契約」によらない場合、以下の要件を満たす場合には、上記

１．の契約であると判断し、自らの非典型契約がガイドラインにのっとっている旨を

宣誓するための様式（様式は別紙。以下「宣誓書」という。）を添付の上、上記２．の

金額を給付申請することができる。 

 

○ 組合との契約関係と組合に支払う金銭の額を証する添付資料及び「賃料等」に相当す

る金額の支払いを証する添付資料として、以下を提出すること。 

① 組合との間で取り交わされる施設使用契約書又はそれに類する書面の写し（当該共

同施設の使用と使用面積が明記されているもの。契約時点と申請時の直近３ヵ月の請

求時点において使用条件に変更がある場合、その内容がわかるものも併せて必要とす

る。なお、施設使用契約書又はそれに類する書面が存在しない場合には、家賃支援給

付金申請要領（申請のガイダンス）中小法人等向け別冊又は同個人事業者等向け別冊

において定めのある「賃貸借契約等証明書」を提出する。） 

② 「経費の賦課及び徴収の方法」について組合の総会で議決した際の議案書の写し

（当該共同施設の「賃料等」に相当する金額を算出することが可能な面積や区画等当
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たりの単価が明記されているもの。令和２年３月３１日から申請日までの間に改定し

た場合、令和２年３月３１日時点のものと、申請時点で有効なものを併せて必要とす

る。） 

  ※単価について、該当する部分が明確にわかるよう、枠囲いや印などを付すこと。 

③ 当該共同施設の「賃料等」に相当する金額が含まれる組合から発行された請求書

（申請時の直近３ヵ月分）の写し 

  ※該当する金額が明確にわかるよう、枠囲いや印などを付すこと。 

④ 当該共同施設の「賃料等」に相当する金額の支払いを証する書面（申請時の直近３

ヵ月分）の写し（③の請求書に対応する領収書、通帳のコピー又は振込明細等） 

 

○ 申請に当たっては、組合との契約関係が、本ガイドラインで定めた賃貸借契約に類似

する非典型契約に該当し、本ガイドラインに準拠した申請であることを確認するた

め、都道府県中央会の事前確認を受けるとともに、宣誓書の下部に事前確認を受けた

都道府県中央会の名称及び連絡先を記載することとする。また、申請者において、弁

護士等専門家による追加の内容確認を行うことが推奨される。なお、中央会及び専門

家による事前の確認は、家賃支援給付金の給付の可否判断をするものではない。 

 

＜補足＞ 

（１）上記①「組合との間で取り交わされる施設使用契約書又はそれに類する書面」の名

称は、組合によって異なるが、以下のような名称の書面が組合と使用する組合員との

間で取り交わされていること。 

「組合と使用者との間で取り交わされる契約書又はそれに類する書面（例）」 

施設使用契約書、賃貸標準契約書、賃貸店舗標準契約書、店舗使用賃借契約

書、店舗定期賃貸借契約書、定期賃貸借契約書、定期契約書、定期借地契約

書、テナント契約書、転貸借契約書、店舗営業に関する契約書、共同店舗出

店・使用契約書、覚書、共同店舗使用契約書、組合施設利用契約書、施設利

用契約書、共同店舗利用契約書、店舗契約書、店舗運営等に関する契約書、

店舗占有契約書、施設利用(使用)届、施設利用(使用)許可書、施設貸与契約、

組合員出展契約書、共同駐車場賃貸借契約証書、駐車場利用契約書、駐車場

使用契約書、給油所業務委託契約書 

 

（２）上記①及び②の資料から、使用する組合員が組合に支払う金銭の額が確認すること

が可能であること。また、①及び②の資料で確認された金銭の額と同等の金額を③の

資料でも確認することが可能であること。 

 

（例）①に記載のある使用部分面積 7.3186坪 

   ②に記載のある面積当たりの単価 

    ア 一般賦課金 均等割 [店舗面積] 10坪以下 １ヵ月 20,000円 

    イ 一般賦課金 面積割 １ヵ月 １坪当たり 2,980円 

    ウ 施設使用料 １ヵ月 １坪当たり 4,060円 

 

   この場合、支払う金銭の額は、以下のとおりとなる。 

    ア 20,000円 

    イ 2,980円 × 7.3186坪 ＝ 21,809円 
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    ウ 4,060円 × 7.3186坪 ＝ 29,714円 

                         ア＋イ＋ウ ＝ 71,523円 

 

   ③に記載のある支払項目 

    ア 一般賦課金（A） 20,000円、イ 一般賦課金（B） 21,809円 

    ウ 施設使用料  29,714円        ア＋イ＋ウ ＝ 71,523円 
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（参考）中小企業団体中央会一覧 

 

 新潟県は 8月 17日より新潟市中央区白山浦 1丁目 636番地 30新潟県中小企業会館 2階に移転します（電話番号は変わりません）。 

福井県は 7月 27日より福井市大手 3丁目 12番 20号冨田第一生命ビル 3階に移転します（電話番号は変わりません）。 


